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序     文 

 
インドネシア共和国では、社会経済発展を図ろうと先進諸外国の経験・教訓を研究してきたな

かで、経済発展や国際経済における高い影響力を持つようになった日本への関心が高まり、日本

研究の促進と研究者の育成が重要であると認識されてきた。これまで日本は同国の要請を受け、

1995 年のインドネシア大学日本研究センター（CJS-UI）の建設（無償資金協力）をはじめとし、

1997 年から技術協力事業を実施してきた。1997 年からのフェーズ 1、2001 年からのフェーズ 2、
そのフォローアップを踏まえ、インドネシア政府は、これまでの協力・活動成果の集大成として、

インドネシア大学日本研究センターの拠点化と研究ネットワークの拡充、知日派人材のさらなる

育成を目的としたフェーズ 3 の協力を要請し、日本政府はこれを受領した。プロジェクトでは、

「日本研究センターが確立された研究機関として自立発展性を確保する」ことが目標とされ、2005
年 12 月から 3 年間を協力期間として実施された。今般、2008 年 12 月に 5 つの共同研究班の公開

シンポジウムによる最終成果報告会が行われて協力期間が終了することから、2008 年 10 月に終

了時評価調査を実施した。                                                                           

CJS-UI に対する 10 年以上にわたる長期間の協力は、さまざまな面において相互依存関係にあ

る日本とインドネシアへの理解を深め、両国の一層の発展に寄与するとともに、政治、経済面の

両国の協力関係の充実に側面から貢献したと考えられる。ここに、インドネシアにおける日本研

究の拠点としての日本研究センターの益々の発展とともに、フェーズ 1、フェーズ 2 を含め、長

期間にわたりプロジェクトに多大なる支援を頂いた本邦協力大学の関係者の方々に深く感謝を申

し上げる。 
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 略 語 表 

略語 正式名 日本語 

ASJI  Indonesian Association for Japanese Studies インドネシア日本研究協会 

C/P Counterpart  カウンターパート 

CJS-UI 
Center for Japanese Studies, University of 
Indonesia（Pusat Studi Jepang, Universitas 
Indonesia）） 

インドネシア大学日本研究センター 

DGHE  Directorate General of Higher Education 高等教育総局 

JASSO Japan Students Services Organization  日本学生支援機構 

KWJ 
Kajian Wilayah Jepang, Universitas Indonesia 
(Postgraduate Program of Japan Area Studies, 
UI) 

インドネシア大学大学院日本地域研究科

M/M Minutes of Meetings  協議議事録 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス

UI University of Indonesia インドネシア大学 

UGM Gadjah Mada University  ガジャマダ大学 

 

 



 

 



 

終了時評価調査結果要約表 

Ⅰ. 案件の概要 
国名：インドネシア共和国  案件名：インドネシア大学日本研究センタープロジェクトフ

ェーズ 3  
分野：高等教育 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：JICA 人間開発部高等教

育・社会保障グループ

高等・技術教育課 

協力金額（評価時点）：114,999 千円（2008 年 10 月現在） 

先方関係機関：  
インドネシア大学日本研究センター、国民教育省高等教育総

局 
日本側協力機関： 
東京大学（社会科学研究所、東洋文化研究所、大学院教育研

究科）、立命館大学、金城学院大学、愛知県立大学 
協力期間 

（R/D）: 2005 年 12 月 
 ～2008 年 12 月 

他の関連協力：  
長期研修員（4 名、明治学院大学、上智大学、立命館大学、 

東京外国語大学） 
１．協力の背景と概要 

インドネシア大学日本研究センター（CJS-UI）は、1995年に政治学、国際関係論、経済学、社

会学など社会科学の方法と視点による日本研究を目的として設立された。その後1997年から

CJS-UIにおける組織的強化を目的に日本による技術協力が「日本研究センタープロジェクト」フ

ェーズ1、フェーズ2として実施された。これにより、社会科学の視点からの日本研究の基礎的手

法に関する技術移転が行われ、研究活動の基本的体制が築かれてきたとともに将来CJS-UIの中核

的担い手となるべき研究者の人材育成が進められた。しかしながら、国立大学の法人化が進むイ

ンドネシアにおいて、すでに法人化を遂げたインドネシア大学の研究センターとして、また、イ

ンドネシアでのリーダー的日本研究機関として、研究、運営の両面で自立するにはさらなる能力

向上の必要があった。さらに、現在日本に留学している数名の日本研究者を、帰国後研究スタッ

フとして受け入れるセンターの能力･体制も改善すべき点が残されていた。これらの問題を解決す

ることにより、CJS-UIの研究機関としての将来の発展を望むことが可能となり、無償資金協力に

より設立された施設も含め、これまでの日本の協力の成果が十分なインパクトをもって最大限に

発現されることが望まれた。本プロジェクトでは、CJS-UIが今まで以上に質の高い研究を進める

とともに、その成果を国内外に積極的に発信し、インドネシアにおける日本研究の情報発信拠点

として機能することで、CJS-UI自身のレベルアップのみならず、インドネシアにおける日本研究

全体の底上げの推進役となることが期待されプロジェクトが実施された。今後、卒業生がインド

ネシアの各界で大きな影響力を持つインドネシア大学の研究機関として、知日派人材を多く輩出

し日本とインドネシアの友好関係の強化に一層貢献することが期待されている。 
 
２．協力内容 
（１）協力の目標 
① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 
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  CJS-UI が確立された研究機関として自立発展性を確保する。 
② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 

  CJS-UI とその研究者が、インドネシアにおける日本への視点や日本に関するイシューについ

て世論形成に重要な役割を果たす。 
 
（２）成果（アウトプット）と活動 
成果 1：国際的な水準で研究活動が行われる。 
成果 2：研究の成果が CJS-UI の外部に効果的に伝達される。 
成果 3：CJS-UI の情報インフラが改善される。 
成果 4:日本研究者と日本研究機関のネットワークが強化される。  
成果 5：CJS-UI の財政能力が向上する。 
 

（３）投入（2008 年 10 月現在） 
＜日本側の投入＞ 
① 現地業務費 
日本側の投入総額は13,629千円で、主な支出項目は、研究補佐員の給与、印刷・コピー代など

である。 
② 専門家の投入 
プロジェクト期間を通した専門家の投入合計月数は、2008年9月までで51.20である。 

③ 本邦研修 
5つの共同研究班より11名の研究者が本邦研修に派遣された。 

④ 機材供与 
プロジェクトによる機材供与額は6,080千円で、主な投入内容は、プリンター、印刷機、コン

ピュータ、書籍（約480冊）などである。 
 

＜インドネシア側の投入＞ 
① カウンターパートの配置 
研究活動に関しては、インドネシア大学大学院日本地域研究科（KWJ）、文学部、経済学部な

どから 5 名の主査、5 名の研究員、10 名の研究補佐員がカウンターパート（C/P）としてプロジ

ェクトに参加した。また、大学から任命された所長と事務と研究担当の 1 名の副所長、CJS-UI
職員に対する管理と日常業務を兼ねた課長を含め、10 名の CJS-UI の事務局スタッフがプロジェ

クトに参加した。2008 年 6 月から 2008 年 9 月の間に所長の交代によって所長職の不在期間があ

り、2007 年 10 月以降、2 名の副所長職のうち 1 名の欠員が続いている状態である。 
② 事務所スペース 
長期専門家の事務室（インターネット接続可）が提供され、必要に応じて短期専門家用の事

務スペースが提供された。 
③ C/P予算 
本プロジェクトではコストシェアリングが導入され、インドネシアでの研究コストはCJS-UI

が負担した。2008年9月までの合計金額は797百万ルピア（約700万円）である。内訳は、本フェ
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ーズの研究活動に参加したガジャマダ大学（UGM）からの研究者のジャカルタまでの旅費、研

究主査への給与、事務部門職員の給与、機材のメンテナンス費用、車両のメンテナンス費用、

インドネシア国内における現地調査費用などである。 

Ⅱ. 評価調査団の概要 

調査者 団長・総括

評 価 企 画

協力企画 
評価分析 

 吉川 正宏

奥本 将勝

割石 俊介

石井 徹弥

JICA 人間開発部高等・技術教育課課長  
JICA 人間開発部高等・技術教育課職員       

JICA インドネシア事務所所員 
（株）コーエイ総合研究所 

調査期間 2008 年 10 月 7 日（火）～10 月 16 日（木）評価種類：終了時評価 

１. 評価結果の概要 
（１）妥当性 
以下の理由から、比較的高い妥当性が考えられる。 
CJS-UI はインドネシアの持続可能な発展への学術面からの貢献、ならびにインドネシアと日本

との相互理解の促進を目的に設立された組織である。フェーズ 2 終了時には、財務的・組織的な

観点から、日本研究センターの自立発展性の確保について協力が必要であると考える日本側、イ

ンドネシア側の認識が一致し、フェーズ 3 のプロジェクト実施が決定された。 
インドネシアには 12 カ所の日本研究センターがあるが、ガジャマダ大学の日本研究センターを

除くと、「日本語」研究中心のセンターが多数を占めている。CJS-UI への支援をとおして、インド

ネシアにおける日本研究を普及・促進させるアプローチは妥当である。 

（２）有効性 
以下の理由から、中程度の有効性が考えられる。 
プロジェクト終了までに 5 つの成果が達成される見込みは高く、成果の発現を通じて、プロジ

ェクト目標の「CJS-UI が確立された研究機関として自立発展性を確保する」ことは、プロジェク

ト終了時には達成されると判断される。自立発展性とプロジェクト目標の達成度をさらに高める

ためには、CJS-UI の運営面、組織面に課題も残されている。課題の解消に向けた対応の一つとし

て、CJS-UI における 3 年の中期研究計画（研究テーマ、研究員の配置・担当、研究資金獲得など））

と各年の活動計画の早期策定が必要と考えられる。 

（３）効率性 
以下の理由から、中程度の効率性が考えられる。 
日本人専門家の派遣と、本邦研修は研究班 5 班の研究の進捗に応じて実施されてきた。機材（学

術書）も計画どおり調達されている。こうしたプロジェクトの投入の結果として、5 つの成果は概

ね達成される見込みが高い。 
これらの投入の効率性を高めた要因として 2 点考えられる。一つに、日本人専門家の多くがフ

ェーズ 1、フェーズ 2 のプロジェクトから参加しており、協力体制が構築されていることによって、

専門家の派遣、本邦研修の企画・実施が効率的になされ、研究活動の進捗を促した。もう一つに、

2008 年 1 月から開始された月例会議が挙げられる。月例会議では、CJS-UI 所長、副所長、研究課

長、所長秘書、日本人専門家、JICA インドネシア事務所所員が参加し、研究進捗やプロジェクト

が抱える課題解消に向けて議論を行ってきたことである。 
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CJS-UI の財政面について、本プロジェクトから導入されたコストシェアリングに関しては、イ

ンドネシア国内での研究費・調査費は CJS-UI が負担することになったが、大学への研究予算申請

が不調に終わり、研究員に対して現地調査への十分な予算配分がなされなかったケースがあった。

CJS-UI の人員体制の面では、2007 年 10 月以降、2 名の副所長職のうち、1 名の欠員が続いてき

たこと、また、事務部門の担当者の役割が不明確であったことは、本邦研修手続き、専門家派遣

手続きの遅延など、プロジェクト活動に少なからず影響を及ぼした。 

（４）インパクト 
以下の理由から、プロジェクト終了後には一定のインパクトが期待される。 
CJS-UI はインドネシアにおける社会科学分野での日本研究の中心である。今後も研究成果を幅

広く普及させていくことができれば、上位目標である「CJS-UI とその研究者が、インドネシアに

おける日本への視点や日本に関するイシューについて世論形成に重要な役割を果たす」ことにつ

ながるものと推察される。本プロジェクトにおいては、2008 年 10 月現在、5 つの研究班は研究成

果のまとめの段階にある。2008 年 12 月の研究成果報告会（公開シンポジウム）で発表される研究

成果はインドネシアの国家開発計画庁や工業省、農業省などの政策や日本とインドネシアの相互

理解を促進し、世論にも影響を与える可能性がある。また、第 5 班が制作した「日-イ社会科学用

語辞典」について、これまでインドネシア語で書かれた同種の辞典が存在していないことから、

出版後にはインドネシアにおける日本研究者や学生の研究活動が一層促進されることが期待され

る。 

（５）自立発展性 
以下の財政面、組織面、技術（学術）面の観点の理由から、全体として中程度からやや低い自

立発展性を有すると考えられる。 
① 財政面 
インドネシア大学の法人化が現在進められており、研究機関である CJS-UI が活動を継続するた

めには、センターが独自に運営資金や研究資金を獲得することが必要となる。CJS-UI はプロジェ

クト期間中も活動資金の獲得のため、外部からの研修委託やセンターの施設の貸し出しなどを行

い、2007 年度の歳入を増加させた。また、インドネシア大学の研究事業「ジャカルタおよびその

近郊での日本研究のメタ分析」を実施し、大学から研究資金を獲得している。しかしながら、CJS-UI
の現在の予算では研究員が研究活動を続けていくには十分ではない。これまで CJS-UI はインドネ

シア国内での研究費用を充実させるために、高等教育総局（DGHE）からの研究資金の獲得に努め

たが実現には至っていない。 
プロジェクト終了後も研究員が研究を継続していくには、CJS-UI の組織・個人を問わず、イン

ドネシア大学内部、また DGHE、企業、自治体などの外部から研究資金を獲得することが必要で

ある。なお、インドネシア政府は教育予算を 2009 年に増額することを決定しており、教育予算が

各大学にも分配されることが期待される。「研究能力の強化」を大学の方針としているインドネシ

ア大学は、2009 年度は 1 件当たり 1 億ルピア（約 80 万円）、合計 80 億ルピア（約 6300 万円）の

研究予算増額が見込まれている。CJS-UI が適切な研究プロポーザルを用意し、プロジェクトの実

施により向上した研究能力を発揮することができれば、研究資金を入手する可能性が高いと考え

られる。さらに、研究プロポーザルの提出、研究資金の獲得に関しては、インドネシア大学の研
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究・コミュニティーサービス部（Directorate of Research and Community Services）を活用し、助言

を得ることも可能である。 
 
② 組織面 
CJS-UI には専任の事務担当者が配属されておらず、CJS-UI の運営事務は大学から任命された教

員によって行われているため、当該教員が授業やゼミなどと兼業する形で CJS-UI の活動に従事し

てきた。各構成員の負担は大きく、活動に十分な時間と労力を割けない可能性があるため、CJS-UI
の人員体制については改善が求められる。また、日本研究を行う者が CJS-UI に積極的に関与でき

るよう、インドネシア大学において日本研究の研究者のキャリアパスが整備されることが望まれ

る。さらに、有効性の項で示しているとおり、組織の自立発展に向けて 3 年の中期研究計画と各

年の活動計画の早期策定が求められる。 
 
③ 技術（学術）面 
CJS-UI の研究能力はプロジェクト活動を通じて向上し、本プロジェクトを通じて研究活動の基

盤は構築されたものと考えられる。本プロジェクトにより、各研究者は研究計画に沿って研究を

行う経験を積み、研究成果は 2008 年 12 月の研究成果報告会（公開シンポジウム）で発表された。

研究成果は今後関係者に広く共有される予定である。 
研究活動については二つの課題が残された。一つは、研究成果を社会に還元する能力の向上で

ある。現在 CJS-UI では、日本研究に関するセミナーを主催するなどの活動はなされておらず、過

去には発行されていたセンターの紀要の発行が停止された状態であるため、定期的に活動を行う

必要がある。二つ目は、研究員が研究プロポーザルを書く能力を向上させることである。研究者

が質の高いプロポーザルを提出し研究資金を獲得することで、研究活動を継続することが求めら

れる。 
 
２．結論 
終了時評価調査団は、プロジェクト目標と5つの成果は概ね達成されており、プロジェクト終了

時までに達成されることが見込まれると評価した。 
インドネシア大学幹部もCJS-UIの有用性と意義を認めており、プロジェクト終了後もCJS-UIを

学部所属ではなく、大学学長府直属の独立した研究機関として支援し、活用していくことを明確

にしている。 
CJS-UIの自立発展性をさらに高めるためには、以下の課題につき、継続的な努力が必要である

と考えられる。 
・ 質の高い研究者による継続的な研究、研究成果の社会還元。 
・ 学会参加、国内外への研究論文の投稿、研究資金の獲得など、研究者の活動の活性化に向け

た専属の人員（事務担当者と研究者）体制の確保。 
・ 研究資金の獲得を通じた財政基盤の強化。 
なお、技術協力は現行協力期間内にて終了するが、フェーズ1、フェーズ2を含め、本プロジェ

クトにて育成された日本研究者をインドネシアにおける知日派人材として日本政府関係機関が把

握し、ネットワークを維持していくことは重要である。また、プロジェクト活動によって構築さ
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れた日本国内の大学との関係を通じて、CJS-UIの日本研究とのつながりが継続されることが期待

される。 
 
３．提言 

CJS-UI に対して、組織・制度、人員体制、研究資金、研究成果の社会還元、図書館の改善に関

して以下のとおり提言する。 
（１）組織・制度 
・3 年程度の中期研究計画（研究テーマ、研究員の配置・担当、研究資金獲得など））と年間活

動計画をプロジェクトが終了するまでに策定し、センターの効率的運営を目的とした毎月の定

期会議を行うこと。 
・フェーズ 1、フェーズ 2 を含め、プロジェクトに関与した研究者による研究活動や成果（発表

論文など）を継続的に収集すること。 
 

（２）人員体制 
・事務業務を兼務しない形で専属の研究員が配置され、非常勤ベースでの客員研究員がセン 

ターの研究活動に参加すること。 
 

（３）研究資金の獲得 
・研究資金獲得に向けたプロポーザルを提出できるよう、研究者のプロポーザル作成能力を強

化し、インドネシア大学幹部、学内関連機関もこれを支援すること。 
 

（４）研究成果の社会還元 
・年に 1 回、外部公開される学術的なセミナーを実施し、セミナーにおける発表・報告を含める

形で、センターの紀要を定期的に刊行し、企業、財団、政府機関、他大学の外部関係者にも共

有できる形にすること。 
・プロジェクト終了後も、フェーズ 1、フェーズ 2、本プロジェクトに関与した研究者の研究活

動を把握し、研究者が継続的に CJS-UI の客員研究員や OB として投稿できるようなシステム

を整備すること。 
 

（５）図書館の改善 
・日本研究の知の基盤として、専属の司書の配置やデータベースの確立などを通じ、図書館の

体制を引き続き改善し、センターに所属した研究員の研究成果が図書館に保管され、閲覧がで

きるようにすること。 
 
４．教訓 
本プロジェクトから得られた教訓は以下のとおり。 

（１）プロジェクトの管理体制 
教育のように達成された成果が明示されにくい分野では、プロジェクトにて設定している成果

目標について、日本側（JICA、日本人専門家）、インドネシア側（CJS-UI 幹部、事務局員、研究
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員）の責任者や担当者、その役割をプロジェクト当初により明確にする必要がある。 
また、本プロジェクトでは長期専門家、短期専門家とも日本の大学に所属する研究者により構

成されたが、今後高等教育分野で協力を実施する際には、プロジェクト関係者の意図を調整し、

計画・方針・進捗を共有し、技術協力の実施を円滑にするために、JICA の技術協力に関するプロ

ジェクトマネジメントの経験が豊富な人材を業務調整担当の長期専門家として派遣することも検

討する必要がある。 
 
（２）研究に関する自立発展性を高めるための活動 
 プロジェクト終了後の CJS-UI の自立的かつ継続的な研究活動を見据えたうえで、プロジェクト

期間中に CJS-UI における 3 年の中期研究計画（研究テーマ、研究員の配置・担当、研究資金獲得

など））の策定が行われるよう、プロジェクトデザインの段階で PDM やプロジェクトの計画に研

究計画策定支援に関する活動を予め組み込む必要があった。また、センターの研究資金獲得の能

力を向上させることを目的として、研究員に対する研究プロポーザルの作成手法についても、短

期・長期専門家の指導が計画的になされるよう、プロジェクトの活動計画の一部として加える必

要があった。 
 
（３）若手研究者の育成方針･計画に沿ったプロジェクトの実施 
研究機関に対して長期間にわたり協力を行う場合には、中心的役割を担う研究者が留学や学内

の異動により協力期間中に変更する可能性が高いため、その後任の養成と確保を常に検討するべ

きである。若手研究者の人材育成を目的として派遣される本邦への長期研修については、センタ

ーにおける中期研究計画（研究テーマ、研究員の配置・担当、研究資金獲得など））に基づき、若

手研究者の派遣中のセンター人員体制、帰国後の研究員の配置計画も検討された後に、派遣がな

される必要がある。 
 
（４）センターの運営面の自立発展 

運営面の自立発展に関して支援を行う場合には、組織の人員体制や制度への介入が必要となる。

プロジェクト計画段階に実施機関が日本側の支援を受け入れる準備と環境があるかについて、人

員体制の確保（専任・兼任）、C/P の権限と責任、外部要因などの確認、学内における位置づけを

確認・協議したうえで、協力を実施することが必要である。 
 

（５）センターの活用 
在インドネシア日本国大使館をはじめとして、オールジャパンとして CJS-UI に対する長期間に

わたる協力の成果を活用するために、日本政府としてセンターをどのように活用させていくか構

想を持つことが求められる。日本とインドネシアの相互理解と相互発展に向けて、本プロジェト

にて輩出された社会科学系の人材を活用することは有益と考えられる。インドネシアにおける日

本人関係者、インドネシアの日本研究者を巻き込む形で、フォーマル・インフォーマルな会合を

センターが開催し、それぞれが有するリソースやネットワーク情報の共有、連携可能な活動につ

いて日本政府関係機関が側面支援を行っていくことが求められる。センターは組織全体として、

公開セミナーの定期的実施、紀要の継続的発行なども含め研究成果を外部に発信することが求め
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られる。 

 

（６）本邦大学教員とのネットワーク 
本プロジェクトにおいて短期専門家として派遣された本邦協力大学の教員の多くは、フェーズ 1

から本フェーズの終了に至るまで継続的に協力している。本フェーズにおいても、本邦協力大学

の教員の多くが数次にわたりインドネシアに渡航し C/P の研究員の指導を行い、本邦研修の受け

入れを行った。このような研究者間の長期間にわたる交流・協力が、本プロジェクトの共同研究

実施の効率性や効果を高めた要因といえる。  
こうして培われた本邦大学教員とCJS-UIに所属したインドネシア研究者のネットワークの一部

は、学術交流協定の締結など、大学間の連携に発展しているものもある。このようにネットワー

クは、個人間の関係のみに帰属されるものではなく、センターが組織的に関係を維持し、安定し

て発展させられるように留意しながら協力を進めていく必要があると考えられる。  
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Summary of Final Evaluation Report 
 

I. Outline of the project 

Country: Indonesia Project name: Research Cooperation on the Center for Japanese 

Studies, University of Indonesia, Phase III 

Area: Higher education Type of cooperation: Technical cooperation project 

Department in jurisdiction: Technical 

and Higher Education Division, 

Higher Education and Social Security 

Group, Human Development 

Department, JICA 

Amount of cooperation (at the time of evaluation): ¥114,999,000 

(as of October 2008) 

Counterpart organizations of Indonesia: 

Center for Japanese Studies, University of Indonesia: Directorate 

General of Higher Education 

Japan’s cooperation institutions: 

University of Tokyo (Institute of Social Science, Institute of 

Oriental Culture, Graduate School of Education); Ritsumeikan 

University, Kinjo-gakuin University, Aichi Prefectural University

Cooperation 

period 

(R/D) December 2005 

~ December 2008 

Other relevant cooperation: 

Long-term participants in training courses (4 persons – 

Meiji-gakuin University, Sophia University, Ritsumeikan 

University, and Tokyo University of Foreign Studies) 

1. Background and outline of cooperation 

The Center for Japanese Studies of University of Indonesia (Pusat Studi Jepang: PSJ-UI) was 

established in 1995 for the purpose of conducting Japanese studies from viewpoint of social science. The 

facilities were constructed by Grant Aid Assistance from government of Japan. Then research cooperation 

were conducted in two phases under JICA’s scheme from 1997 to 2000 and from 2001 to 2004, followed 

by the follow-up cooperation from April 2004 to March 2005.  

Through the previous phases of the cooperation, the PSJ-UI has shown a steady progress as a research 

center. But it seriously needs to strengthen its research capacity and management skills more because it is 

now expected to fully utilize its experience and human resources for making its contribution to the society 

as full-fledged institution. 

Under this background the government of the Republic of Indonesia requested JICA’s technical 

cooperation to government of Japan. In response to the request, JICA has started the Project of The 
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Research Cooperation on The Center for Japanese Studies, University of Indonesia, PHASE III from 

December 2005. 

 

2. Content of the cooperation  

(1) Cooperation objectives 

① Objective to achieve at the end of the cooperation (i.e. project purpose) 

CJS-UI secures its sustainability as a research institute. 

② Expected objective to achieve at the end of the cooperation (i.e. overall goal) 

CJS-UI and its researchers increasingly play important roles in shaping public views on Japan and 

Japan-related issues. 

 

(2) Outputs and activities 

Output 1: Research activities of international quality are performed.  

Output 2: Results of the research are well disseminated. 

Output 3: Information infrastructure of CJS-UI is upgraded. 

Output 4: Network for Japanese Studies is enhanced. 

Output 5: The financial capability of CJS-UI is improved. 

 

(3) Inputs (as of October 2008) 

＜Japan’s inputs＞ 

① Local operation costs 

The total amount of Japan’s inputs amounted to ¥13.629,000 as of October 2008. Its main expenditure 

items were wages to research assistants and printing/copy expenses.  

② Input of experts 

The mean number of experts dispatched during the period of the project was 51.20 persons per month 

by the end of September 2008. 

③ Training in Japan 

Eleven researchers from five joint research teams were dispatched to training in Japan. 

④ Provision of equipment 

The amount of the equipment provided under the project was ¥6,080,000. The main items included 

printers, printing machine, computers and books (approximately 480 books), etc. 

＜Inputs by Indonesia＞ 

① Assignment of counterparts 

Fifteen (15) persons in total participated in the research activities; five chiefs, five researchers and ten 

research assistants from the Faculty of Literature and the Faculty of Economics of the Kajian Wilayah 

Jepang (KWJ) of the University of Indonesia. Also, the project was joined by additional ten persons 
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from the staff of the CJS-UI’s secretariat including the director appointed by the University, one deputy 

director in charge of administrative works and researches, and the division chief who was responsible 

for the management of CJS-UI staff and daily works. During the period from June 2008 to September 

2009, the position of the director remained vacant without a replacement, and since October 2007, the 

position of one deputy director out of the two has remained vacant. 

② Office 

The office (equipped with internet access) was provided to long-term experts and a space for office 

work was offered to short-term experts whenever necessary. 

③ C/P budget 

Under this project, a system of cost-sharing was adopted. That is, the research costs incurred in 

Indonesia were to be paid by CJS-UI. The total amount was 797,000,000 rupiah (about ¥7,000,000). Its 

breakdowns included the travel expense to Jakarta for researchers who participated in the research 

activities from the Gadjah Mada University, wages to the research chiefs, wages to the staff members 

in the administrative work, maintenance costs of equipment/machinery, maintenance costs of vehicles, 

and expenses for local field studies in Indonesia.  

 

II. Summary information on the evaluation team 

Team 

members 

Leader/supervisor:  YOSHIKAWA, Masahiro, Director, Technical and Higher  

   Education Division, Human Development Department, JICA 

Evaluation planning:   OKUMOTO, Masakatsu, Staff, Technical and Higher 

Education Division, Human Development Department, JICA 

Cooperation planning:   WARIISHI, Shunsuke, Indonesia Office, JICA 

Evaluation analysis:    ISHII, Tetsuya, KRI International Corporation 

Study 

period 

October 7 (Tuesday) ～ October 16, 2008 

(Thursday) 

Type of evaluation: Evaluation at the end of 

the project 

1. Summary of the evaluation results 

(1) Relevance/validity 

Based on the following reasons, the project’s relevance is rated high. 

CJS-UI is an institution founded with the aims of assisting the sustainable development of Indonesia 

from the academic aspect and enhancing the mutual understanding between Indonesia and Japan. At the 

time when the Phase II was brought to an end, it was commonly recognized by the Indonesian side and the 

Japanese side that cooperation would be essential to secure the sustainable development of the Center for 

Japanese Studies from the financial and institutional aspects. Thus, the implementation of Phase III of the 

Project was decided. 

    In Indonesia there are twelve centers for Japanese studies. Excluding the Center for Japanese Studies 

at the Gadjah Mada University, those centers primarily focus on studying the “Japanese language.” 
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Therefore, it is relevant to take an approach to spread and enhance Japanese studies in Indonesia through 

the support to CJS-UI. 

 

(2) Effectiveness 

Based on the following reasons, the project’s effectiveness is rated fair. 

There are high expectations to achieve the five outputs by the time when the project is completed. 

Through the manifestation of the outputs, the project’s objective that “CJS-UI will secure its sustainability 

as a research institute” will be attained. However, there still remain some issues to be addressed in terms of 

the management and institutions of CJS-UI in order to boost further its self-sustainability and the 

achievements of the project’s objective. As one of the remedial measures to resolve the issues, it is 

necessary to formulate a medium-term (three-year) research plan (research topics, allocation and 

assignment of researchers, and income sources for research funding, etc.) and an annual activity plan at an 

early stage. 

 

(3) Efficiency 

Based on the following reasons, the project’s efficiency is rated fair. 

The dispatch of Japanese experts and training in Japan were implemented in line with the progress of 

researches of the five research groups. Equipment (academic books) as well has been provided according to 

the schedule. As a result of these project’s inputs, there are high expectations that the five outputs will be 

more or less achieved.  

  Evidently there are two factors that have increased the efficiency of these inputs: first, many of the 

Japanese experts participated in this project throughout Phase I and Phase II and their cooperation system 

had been well organized, thereby making it possible to dispatch experts and plan/implement training in 

Japan efficiently. And, the progress of research activities was expedited. The second factor was the monthly 

meeting that was started in January 2008. The director, deputy directors, research division chiefs and team 

secretaries from the side of CJS-UI and Japanese experts and staff members of the JICA Indonesia Office 

from the side of Japan participated in the monthly meeting to have discussions about the progress of 

researches and for the solution of various problems. 

   As for the finances of CJS-UI, the cost sharing system was adopted for this project Phase III for the first 

time. That is, CJS-UI began to pay its research costs and study expenses incurred in Indonesia. However, 

there was a case in which a budget was not sufficiently appropriated to a field study carried out by 

researchers because the application for a research budget to the university ended in failure.  

   The personnel system of CJS-UI affected the project activities to no small extent. For instance, from 

October 2007 on, one of the two positions of the deputy director remained vacant and the roles of each 

office staff members were not clearly defined, thereby more than a little affecting to delay the procedures 

for dispatching researchers to training in Japan and the procedures for the dispatch of Japanese experts. 
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(4) Impact 

Based on the following reasons, it is expected that the project will produce a certain impact after the 

end of the project. 

   CJS-UI stands in the center of Japanese studies in the field of social science in Indonesia. If the outputs 

of its researches can be extended broadly in the future, it will lead to the achievement of the overalll goal 

stating that “CJS-UI and its researchers increasingly play important roles in shaping public views on Japan 

or Japan-related issues.” The five research teams formed for this project were at the final stage of summing 

up their research findings in October 2008. It is anticipated the research outputs to be presented in the 

research report meeting (public symposium) to be held in December 2008 will promote mutual 

understanding between Japan and Indonesia and affect the policies of the National Development Planning 

Agency, the Ministry of Industry and Trade, and the Ministry of Agriculture, and also highly likely, public 

opinions and views about Japan in Indonesia. With respect to the “Japanese-Indonesian Dictionary for 

Social Sciences” prepared by Team 5, there have been no comparable lexicons written in Indonesia. Hence, 

in all likelihood the research activities by researchers and students on Japan will be further enhanced in 

Indonesia after its publication. 

 

(5) Self-sustainability 

Based on the following financial, institutional and technological (or scientific) perspectives, the project 

is rated from moderate to slightly lower. 

① Financial aspect 

The University of Indonesia is in the process of independent administrative institution. In order for 

CJS-UI to continue its activities as a research institute, it is necessary for the Center to secure income 

sources for its management funds and research funds on its own. Even during the project period, 

CJS-UI increased its revenues for fiscal 2007 by carrying out entrusted researches from the outside 

and renting the facilities of the Center in order to raise activity funds. Also, it implemented a research 

project for the University of Indonesia, “Meta-analysis of Japanese researches in Jakarta and its 

vicinity,” and received from the University the funds that can be allocated to researches. However, the 

present budget of CJS-UI is not sufficient for researchers to continue their research activities. In the 

past, CJS-UI tried in vain to get funding for researches from DGHE in order to increase the research 

expenses within Indonesia. 

Even after the end of the project, it will be essential for CJS-UI, irrespective of as the whole 

institute or as an individual member, to get research funding not only from the University of Indonesia 

but also from the outside sources such as DGHE, corporations and local public bodies in order for its 

researchers to continue their researches. The Indonesian government has decided to increase its 

education budgets in 2009. Thus, it is expected that an increased education budget will be allocated to 

each university. The University of Indonesia that has the policy of “strengthening research capacity” 
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expects to increase its budget per research by one hundred rupiah (about ¥800,000), that is, 8 billion 

rupiah (equivalent to approximately 63 million yen) in total, in fiscal 2009. There is a high possibility 

that CJS-UI will get funding for researches as long as it is able to prepare appropriate and first-rate 

research proposals and demonstrate its improved research capacities by implementing projects. In 

addition, it is possible to make use of the Directorate of Research and Community Services of the 

University of Indonesia to get advice as to the submission of research proposals and winning research 

grants. 

 

② Institutional aspect 

CJS-UI has no full-time staff members for its administrative work and the professors appointed by 

the University perform administrative work. That is, these professors must hold classes and seminars 

and concurrently take responsibilities for the activities of CJS-UI. Each member of the Center carries a 

heavy workload, which can cause a situation that he/she will not be able to devote her/his labor and 

time sufficiently to the activities. Thus, it is required to improve he personnel system of CJS-UI. As 

noted in the above section of Effectiveness, it will be important to formulate at an early stage a 

medium-range (three-year) research plan and an activity plan for the self-sustainable development of 

the Center. 

 

③ Technical (scientific) aspect 

It is believed that the research capacity of CJS-UI has been upgraded through the project activities 

and this Phase III project has contributed to establishing the groundwork for research activities. 

Through this project, each researcher accumulated experiences to undertake researches in alignment 

with the research plan and the research outputs were presented to the research report meeting (a public 

symposium) in December 2008. It is planned to disseminate the research outputs so that they will be 

shared widely among interested persons. 

Two challenges were left untouched in the research activities. The first is capacity development for 

returning the research outputs back to society. At present, CJS-UI does not perform activities such as 

holding seminars concerning Japanese studies. Similarly, the Center used to issue its periodic journals 

before, but no longer does so. Thus, it is helpful to do such activities regularly. The second is to 

upgrade the capacity of the researchers to write a research proposal. It is required for each researcher 

to prepare a high-quality proposal to win a research grant so as to be able to continue the research 

activities. 

 

2. Conclusions 

The final evaluation team evaluated that the project objective and the five outputs had been more or 

less achieved and that they would be achieved by the completion of the project. 
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The executives of the University of Indonesia also are aware of the usefulness and significance of 

CJS-UI and have shown commitment to support and utilize the Center, even after the project, as an 

independent research institute under the direct control of the Office of the University President instead of 

under the control of a faculty.  

In order to elevate further the self-sustainability of CJS-UI, it will be essential to make constant efforts 

as to the following issues. 

・Continual researches by well-qualified researchers and dissemination of the research outputs as 

social contribution 

・To ensure the system of full-time personnel (administrative workers and researchers) for CJS-UI to 

vitalize the researchers’ activities including attending academic meetings, sending research papers 

for publication within and outside Indonesia, and obtaining research funding 

・To strengthen the financial foundation through securing incomes sources for research funds 

Technical cooperation will be brought to an end within the period of the present project Phase III. It 

will be very important that the Japanese government’s relevant organizations follow the researchers on 

Japan who have been fostered under this Phase III project as well as Phase I and Phase II as persons who 

have a deep understanding of Japan and keep networks with them. At the same time, it is expected that the 

relationship with the researches undertaken by CJS-UI will be maintained through relationships built with 

Japanese universities during the project activities. 

 

3. Recommendations 

We make the following recommendations to CJS-UI as to the institution/system, personnel system, 

research funds, dissemination of research outputs as social contribution, and improvements in the library. 

(1) Institution/system 

・To formulate a medium-range (three-year) research plan (research topics, allocation/assignment of 

researchers, and income source for research funding, etc.) and an annual activity plan by the time the 

project is finished; to hold a monthly meeting regularly with the aim of managing the Center 

efficiently 

・To continue to collect the outputs of research activities (such as research papers) carried out by 

researchers involved in the project including Phase I and Phase II 

 

(2) Personnel system 

・To assign full-time researchers without concomitant responsibility to carry out administrative work; to 

let guest researchers in part-term service participate in the research activities of the Center 

 

(3) Income sources for research funding 

・To strengthen the capacity of the researchers to write high-quality proposals to win research grants: 
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The executives and university organizations should extend their support to the development of such 

capacity 

 

(4) Dissemination of research outputs as social contribution 

・To hold an academic seminar which is opened to the public once a year and issue the Center’s 

periodic journal that contains the research papers and reports presented in the seminar, thereby 

sharing information on the researches with interested persons of corporations, foundations, 

governmental agencies and other universities 

・To grasp the research activities by the researchers who have been involved in Phase I, Phase II and 

this Phase III project even after the end of this project and establish a system under which they will 

be able to contribute their articles (research papers) continuously as guest researchers or former 

researchers of CJS-UI  

 

(5) Improvements in the library 

・To continue the improvement of the library system through assigning a full-time librarian and 

building a database as the base of the knowledge of researches on Japan; to keep the research outputs 

by the researchers who have belonged to the Center in the library and provide the them for public 

reading 

 

4. Lessons learned 

The lessons learned through this project are discussed below. 

(1) Project management system 

In such fields as education in which the project’s outputs cannot be verifiably indicated, what is 

required is to demarcate, at the initial stage of the project, more clearly the roles of people who are involved 

in the project from the Japan side (JICA and Japanese experts) and the Indonesia side (CJS-UI executives, 

staff of the secretariat and researchers) concerning the expected outputs set for the project. 

In this project, both long-term experts and short-term experts were constituted of the researchers from 

Japanese universities. However, in the future where cooperation is extended in the field of higher 

education, it may be necessary to dispatch a person who is well experienced in the management of JICA’s 

technical cooperation project as a long-term expert in charge of administration and coordination in order to 

coordinate the intentions of the people concerned, to enhance information sharing on the plan, policy and 

progress, and to smoothly implement technical cooperation. 

 

(2) Activities to raise the level of self-sustainability concerning researches 

In the light of the fact that CJS-UI has to sustain its self-reliant and uninterrupted research activities 

after the end of the project, the activities to support the formulation of a research plan should have been 
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included in the PDM and the project plan at the stage of project designing so as to ensure that the 

medium-term (there-year) research plan (research topics, allocation/assignment of researchers, and income 

sources for research funding, etc.) of CJS-UI is formulated during the project period. It was also necessary 

to include the training to teach researchers how to write effective research proposals as part of the project’s 

activity plan for the purpose of improving the capacity of the Center to secure income sources for 

researches. 

 

(3) Project implementation in alignment with the policy and plan on the development of young researchers

When cooperation is offered to a research institute over a long period of time, it is highly likely that the 

researcher who plays its core role may have to be replaced due to his/her going overseas or personnel 

changes in the university. Hence, what must be constantly kept in mind is the issue of developing or 

recruiting his/her successor. As for the long-term training in Japan to which a young researcher is 

dispatched for the purpose of their capacity development, it is necessary to dispatch him/her after having 

considered the Center’s personnel system during his/her absence and the placement plan after his/her return 

based on the medium-term (three-year) research plan (research topics, allocation/assignment of researchers, 

and income sources for research funding).  

 

(4) Self-sustainability of the Center’s management 

In case when cooperation is provided to the self-sustainability of management, it becomes necessary to 

intervene in the personnel system and institutions of the organization. It is essential, therefore, to start the 

cooperation after discussing about and confirming, at the stage of project planning, whether the 

implementing agency is prepared and has an environment to accept Japan’s support in terms of 

commitment to the assignment of personnel [full-time or part-time (concurrent posts)], powers and 

responsibilities of C/Ps, external factors, and the place of the cooperation within the university. 

 

(5) Effective use of the Center 

In order for ALL Japan including the Japanese Embassy in Indonesia to effectively use the outcomes of 

the cooperation for CJS-UI that has extended over a period of long time, what is required for the Japanese 

government is to have a master plan on how to make an effective use of the Center. Towards mutual 

understanding between Japan and Indonesia and the development of both countries, it will be beneficial to 

make the full use of the persons who have been fostered as social scientists under the Project. It is 

recommended that the Center holds formal or informal meetings among related Japanese in Indonesia and 

Indonesian researchers on Japan to share their resources and network information and also that Japan’s 

governmental agencies extend their indirect support to activities that can be done in partnerships.  At the 

same time, the Center, as the whole, should host a public seminar periodically and issue regularly its 

periodic bulletins or journals to disseminate its research outputs to the outside. 
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(6) Networks with the teaching staff of Japanese universities 

Many people of the teaching staff from Japanese universities dispatched as short-term experts under 

this Project have been continually involved in this cooperation from Phase I to the end of this Phase III 

project. In this Phase III as well, many teaching staff members from the cooperation universities in Japan 

visited Indonesia several times to give guidance to the counterpart researchers there and have accepted 

Indonesian participants in Japan. Such a long-term exchange/cooperation among researchers is no doubt 

one factor to have raised the efficiency and effectiveness of joint researches under this Project Phase III.  

Among these networks developed between the teaching staff of Japan’s universities and Indonesian 

researchers who have belonged to CJS-UI, some have grown into a partnership between the universities. A 

typical example is the conclusion of an academic exchange agreement. Thus, a network does not belong 

only to the relationship between individuals, and the Center as an organization needs to maintain the 

relationship and promote cooperation while bearing the issue of the stable development of networks in 

mind. 
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第１章 調査団の概要  

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 
インドネシア大学日本研究センター（Center for Japanese Studies, University of Indonesia：CJS-UI）

プロジェクトフェーズ 3 は、「日本研究センターが確立された研究機関として自立発展性を確保

する」ことを目標に、2005 年 12 月から 3 年間を協力期間とする技術協力プロジェクトとして開

始された。プロジェクトでは、以下の 5 点を成果とした活動を行ってきた。 
・国際的な水準の研究活動 
・研究成果の日本研究センター外部への効果的な伝達 
・日本研究センターの情報インフラの改善 
・日本研究者と日本研究機関のネットワークの強化 
・日本研究センターの財務能力の向上 

  
2008 年 12 月に 5 つの共同研究班の最終成果報告会が行われるとともに当初予定の協力期間が終

了することから、今般、終了時評価調査を実施した。調査目的は以下のとおり。 
・現在までのプロジェクトの進捗と当初目標の達成見込み、改善点を確認・共有すること。  
・プロジェクト終了後のセンターの運営・活動の方向性・計画について、インドネシア側関係

者と確認すること。 
 
１－２ 調査団構成・行程・主要面談者 
（１）調査団構成 

No 担当分野 氏名 所属 

1 団長・総括 吉川 正宏 JICA 人間開発部高等・技術教育課課長 

2 評価企画 奥本 将勝 JICA 人間開発部高等・技術教育課職員 

3 協力企画 割石 俊介 JICA インドネシア事務所所員 

4  評価分析 石井 徹弥 コーエイ総合研究所 

（注）現地にて担当の割石企画調査員と島高等教育政策アドバイザーも参加した。
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（２）行程 

行 程 
月 日 

他団員 協力企画団員 評価分析団員 

1 10 月 7 日（火）   移動（成田→ジャカルタ） 

2 10 月 8 日（水）  午前：JICA 事務所打ち合わせ 
午後：専門家と打ち合わせ、CJS-UI 月例会議に出席 

3 10 月 9 日（木）  終日：CJS-UI 所長、副所長、研究課長、会計課長等への

インタビュー調査 

4 10 月 10 日（金）  終日：CJS-UI 前所長、マーケティング課長へのインタビ

ュー調査 
5 10 月 11 日（土） 移動（成田―

ジャカルタ）

終日：資料整理 

6 10 月 12 日（日） 調査団内打ち合わせ 

7 10 月 13 日（月） 終日：5 つの研究班にインタビュー午前：日本人専門家にインタビュー

午後：合同評価報告書準備 

8 10 月 14 日（火） 午前：合同評価報告書準備 
午後：合同評価委員会 

9 10 月 15 日（水） 終日：合同評価報告書の修正   
  

夕刻：ジャカルタ→ジョグジャカル

タへ移動 

10 10 月 16 日（木） 午前：終了時評価に関わる M/M 署名

午後：JICA インドネシア事務所報

告、日本大使館報告 

 

 （注）インドネシア大学日本研究センタープロジェクトフェーズ 3 の終了時評価調査に引き続き、

ガジャマダ大学産学地連携総合計画終了時評価調査が実施され、評価企画、協力企画、評価分析の

3 団員はジョグジャカルタに移動し、同終了時評価調査に参加した。 
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（３）主要面談者 
・インドネシア大学（UI） 

Dr. Ir. Muhammad Anis   Vice Rector 
Dr. Bachtiar Alam     Director, Directorate of Research and Community Service 
(前所長) 
Dr. Bambang Wibawarta  Dean, Faculty of Humanities 

   (前所長) 
・インドネシア大学日本研究センター（CJS-UI） 

Dr. Sheddy N Tjandra  Executive Director 
Ms. Lea Sanitiar   Vice Director 
Ms Susy A Nataliwati  Head of Research Management Dept. 
Ms Nadia Yovani     Head of Marketing & Public Relation Dept. 
Ms Evellyn Mustika  Head of Finance Dept. 
Ms. Rohmiani Sudjai  Head of Event Management Dept. 

・専門家 
加納 啓良 東京大学東洋文化研究所 
仁田 道夫 東京大学社会科学研究所 
高地 薫 短期専門家 
小座野 八光 長期専門家 

・在インドネシア日本大使館 
   野口 慶 一等書記官 
・JICA インドネシア事務所 

    富谷 喜一 次長 
 
１－３ プロジェクトの概要 
 
  本プロジェクトの枠組みは、次のとおり。 
（１）上位目標 

CJS-UI がインドネシアの持続可能な開発の実現に学術面から貢献し、日本・インドネシア間の

相互理解の促進に寄与する。 
 

（２）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 
  CJS-UI が、研究センターとして自立発展性を確保する。 
 
（３）成果（アウトプット）と活動 
成果１：国際的な水準で研究活動が行われる。 

  ＜活動＞ 
 1-1 内容、方法、活動、成果を明確にした十分な研究計画を立てる。 

  1-2 各研究班が班内や班相互の密接な連絡調整のもとで研究活動を進める。 
  1-3 将来の中核的な日本研究者と見込まれる若手研究員を日本で研修する 
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  1-4 研究活動を定期的にモニタリング･評価する。 
成果２：研究の成果が研究センターの外部に効果的に伝達される。 

  ＜活動＞ 
2-1 一般公開セミナーを開催し、研究の成果を広く公表する。 
2-2 研究結果を掲載した定期刊行物を出版する。 
2-3 CJS-UI 独自のウェブサイトを運営する。 
2-4 日本とインドネシア両国の関連研究機関に CJS-UI の成果品（出版物）を配布する。 

成果３：CJS-UI の情報インフラが改善される。 
  ＜活動＞ 

3-1 図書館機能を向上させ、日本研究に必要な文献や研究雑誌を増加させる。 
3-2 所蔵する図書の電子検索システムを構築する。 
3-3 情報システムを改良し、研究成果を正確かつ迅速に活用できる環境に改善する。 

成果４：日本研究者と日本研究機関のネットワークが強化される。 
  ＜活動＞ 

4-1 他の機関の研究者を CJS-UI の研究活動に取り込む。 
4-2 他の機関の研究者をセミナーに招待する。 
4-3 国内外のセミナーに参加する。 

成果５：CJS-UI の財政能力が向上する。 
  ＜活動＞ 

5-1 CJS-UI の自己収入を増やすため活動機会を模索し計画する。 
5-2 財源となりうる基金や補助金を積極的に開拓する。 
 

 （４）研究テーマ 
本フェーズにおいては、以下 5 班の共同研究班にて研究が実施された。構成員、研究の概要は添付

資料 1 協議議事録（Minutes of Meetings: M/M）に記載された ANNEX7、10 のとおり。 
 

班 研究課題 研究題目 
主査 

(CP）

研究員 

（CP） 

研究補佐員 

(CP） 

日本人

専門家

第 1

班 

法律と政

治 

Process Toward The 

Changing of Constitution of 

Japan 

日本国憲法改正

を巡る議論 
1 1 2 2 

第 2

班 

人的資源

管理 

The Cultication of Human 

Resource Management in 

Japan and Indonesia 

日系企業の人的

資源管理－自動

車産業の事例 

1 1 2 2 

第 3

班 

政治経済

学 

The Political Economy and 

Development in Japan and 

Indonesia 

注 1 1 3 2 2 

第 4

班 

マスメデ

ィアと市
Media and Civil Society 注 2  1 0 2 2 
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民社会 

第 5

班 

社会科学

用語辞典

編纂 

The Enlargement of the 

Dictionary of Social Science

社会科学用語辞

典編纂 
1 0 2 1 

  
（注 1）研究第 3 班は以下のテーマに分かれて研究を実施 

1. 中小企業振興における中央政府と地方政府の役割－日本とインドネシアのハンディクラフト産

業の比較研究 
2. 1950 年から 1990 年の日本･インドネシアの農業協同組合の役割と米作政策の比較 
3. インドネシアの民主化に対する国際援助の比較 
4. インドネシア経済危機回復への日本の役割（1997-2001 年） 

（注 2）研究第 4 班は以下のテーマに分かれて研究を実施 
1.日本におけるメディアと市民社会の発展  
2.市民社会形成のための情報・教育のメディアとしてのマンガ  
3.インドネシアの子どもの絵本に対する認識－桃太郎物語に関する形成的調査 

 
１－４ 終了時評価の方法 
本調査では、①プロジェクトの当初計画、②終了時評価時点での計画達成状況と達成のための課題

を確認し、③評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に基づき、CJS-UI
関係者（幹部、事務局員、研究班班員）、日本人専門家に対する面接調査結果を中心として評価を行

った。これらの結果を踏まえ、先方実施機関と合同評価委員会を開催した。委員会では CJS-UI 側
がオーナーシップに基づく自己評価を発表した。続いて、調査団から評価 5 項目による評価結果

を発表した後に意見交換を行い、合同評価報告書として取りまとめた。最終的には、合同評価報

告書を添付する形にて M/M として署名・交換した。 
なお、合同評価報告書をまとめる際には、以下のように実績および実施プロセスの検証と評価 5

項目の観点から評価設問を設定し、調査を行った。 
（１）実績および実施プロセスの検証 
①実績の検証 
②実施プロセスの検証 

（２）5 項目評価 
①妥当性 
必要性、優先度、手段としての妥当性の観点からプロジェクト実施の妥当性を評価。 

②有効性 
プロジェクトの成果とプロジェクト目標の達成度を検証し、プロジェクトの効果を評価。 

③効率性 
投入（コスト）と成果の達成状況とを比較し、プロジェクトの実施の効率性を評価。 

④インパクト 
上位目標の達成見込み、その他の波及効果を評価。  

⑤自立発展性 
政策･制度面、組織面、財務面、技術面等の観点から、総合的な自立発展性を評価。 
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また、終了時評価の基本方針として、以下に重点を置いた。 
（１）各班の研究活動の成果と意義 

①共同研究：5 班の研究班の研究活動の意義、研究成果（報告書） 
②研究成果の還元：外部への伝達  

（２）CJS-UI の機能 
①CJS-UI の運営機能・体制 
②日本研究に関する外部ネットワーク 
③図書館機能（蔵書の増加、情報システムの改良など） 

  
なお、実績プロセスの確認、評価 5 項目に関する調査の手法は以下のとおり。 

対象情報 重点項目 主な情報源（ステーク
ホルダー） 

収集方法 対応者 

・プロジェクトの実績 
・実施プロセス 

・中間評価報告書 
・専門家報告書 
・実施運営総括表 
・質問票 

・資料レビ
ュー 
 

評価分析団員 案 件 に か
か る 基 本
情報 

5 班の研究班の
研究活動の意
義、研究成果
（報告書） 

・研究員 
・CJS-UI 所長（注） 
・副所長 
・日本人専門家 
・各班研究成果品 

評価分析団員 各班の研
究活動の
成果と意
義 

 

 
（注）CJS-UI 所長は 2008 年 10 月に交代したため、前所長へのインタビューについても実施した。 

研究成果の外
部への伝達 

・ウェブサイト分析 
・論文投稿 
・CJS-UI 幹部 
・他の日本研究センタ

ー関係者 

評価分析団員 

日本研究セン

ターの運営機

能・体制 

・UI 理事（元所長） 
・CJS-UI 所長 
・副所長 
・事務担当 

日本研究者と
日本研究機関
のネットワー
ク 

・CJS-UI 所長 
・副所長 
・日本人専門家 

全団員 
 

評価 5項目
に よ る 評
価 に 必 要
な情報 

日本研究
センター
の機能 

図書館機能（蔵

書の増加、情報

システムの改

良など） 

・CJS-UI 所長 
・副所長 
・図書館事務担当 
・日本人専門家 

・質問表 
・インタビ
ュー 
・資料レビ
ュー 

評価分析団員 
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第２章 プロジェクトの実績 

２－１ プロジェクトの投入実績 
２－１－１ 日本側の投入 
（１）現地業務費と機材 

2008年10月現在、日本側の投入総額は13,629千円で、主な支出項目は研究補佐員の給与、印刷・コ

ピー代などである。 
 
日本側の投入内訳 

会計年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 

現地業務費 1,525 5,952 5,484 668

 （単位：千円） 
（２）専門家の投入 
プロジェクト期間を通した専門家の分野と従事期間は下表のとおり。専門家の投入合計月数は、

2008 年 9 月現在で 51.20 である。 
 

長期専門家 

分野  人数 従事月数 

法律と政治/業務調整 
政治経済学/業務調整 

1
1

24.00
11.20

合計 2 35.20

 
短期専門家 

分野  人数 従事月数 

法律と政治 2 4.57

政治経済学 2 5.40

人的資源管理  3 3.83

マスメディアと市民社会 1 2.20

合計 8 16.00

 
（３）本邦研修 
本プロジェクトでは、5 つの研究班から 11 名の研究者が本邦短期研修に派遣された。また、本邦

短期研修とは別に JICA の長期研修制度により現在 4 名が日本で学位（博士号）を取得中である。本

邦短期研修参加者の氏名、研修の分野、期間は添付資料 1 署名 M/M の ANNEX5 に記載されている。 
 
（４）機材供与 
機材供与額は 608 万円で、主な投入内容は、プリンター、印刷機、コンピュータ、書籍（約 480

冊）などである。 
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会計年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 合計 

金額 499 2,435 3,150 6,084

（単位：千円） 
 
２－１－２ インドネシア側の投入 
（１） C/Pの配置 
研究活動に関しては、インドネシア大学大学院日本地域研究科（Kajian Wilayah Jepang, Universitas 

Indonesia: KWJ）、文学部、経済学部等から 5 名の主査、5 名の研究員、10 名の研究補佐員がカウンタ

ーパート（Counterpart: C/P）としてプロジェクトに参加した。また、大学から任命された所長と事務

と研究担当の 1 名の副所長、CJS-UI 職員に対する管理と日常業務を兼ねた課長を含め、10 名の CJS-UI
の事務局スタッフがプロジェクトに参加した。2008 年 6 月から 9 月まで所長の交代によって所長職

の不在期間があり、2007 年 10 月以降、2 名の副所長職のうち 1 名の欠員が続いている状態である。 
（２）事務所スペース 
長期専門家の事務室（インターネット接続可）が提供され、必要に応じて短期専門家用の事務スペ

ースが提供されている。 
（３）C/P予算 
本プロジェクトではコストシェアリングが導入され、インドネシアでの研究コストは CJS-UI が負

担した。2008 年 9 月までの合計金額は 797 百万ルピア（約 700 万円）である。内訳は、本プロジェ

クトから研究活動に参加したガジャマダ大学（Gadjah Mada University:UGM）からの研究者にかかる

ジョグジャカルタ－ジャカルタ間の旅費（1 回 100 万ルピアで、年に 2 回程度)、研究主査への給与

（月額 300 百万ルピア×5 名）、事務部門職員の給与、機材のメンテナンス費用、車両のメンテナン

ス費用、インドネシア国内での調査費用などである。 
2005 年度から 2008 年 9 月までにプロジェクト関連で、CJS-UI から支出された金額の詳細は、添付

資料 1 署名 M/M の ANNEX8 に記載されている。 
 
２－２ 成果の達成度 
以下にプロジェクト･デザイン･マトリックス（Project Design Matrix: PDM）の指標に沿ったプロジ

ェクトの進捗状況を示す。 

成果 1：国際的な水準で研究活動が行われる 
成果達成状況：概ね達成された。 

指標 進捗・実績 
プロジェクトの各研究班が 1 件

以上の英文あるいはインドネシ

ア語での研究レポートを出版す

る 

5 つの研究班が、研究報告書のドラフトを 2008 年 9 月に提出し

た。2008 年 12 月 10 日、11 日に最終成果報告会（公開シンポジウ

ム）を開催する予定である。各研究班の進捗は以下のとおり。 
第 1 班：「日本国憲法改正を巡る議論」をテーマにした研究レポー

トが完成している。 
第 2 班：「日系企業の人的資源管理－自動車産業の事例」という

テーマの研究レポートがほぼ完成。 
第 3 班：「日本とインドネシアにおける政治経済と開発」をテーマ

として、以下の 4 つの研究レポートを作成中、2008 年 10 月中に

最終報告書が完成予定。 
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1. 中小企業振興における中央政府と地方政府の役割－日本と

インドネシアのハンディクラフト産業の比較研究 
2. 1950 年から 1990 年の日本･インドネシアの農業協同組合の役

割と米作政策の比較 
3. インドネシアの民主化に対する国際援助の比較 
4. インドネシア経済危機回復への日本の役割（1997-2001 年）

第 4 班：「メディアと市民社会」を研究テーマとしており、以下 3
つの研究レポートがほぼ完成している。  
1.日本におけるメディアと市民社会の発展  
2.市民社会形成のための情報・教育のメディアとしてのマンガ

3.インドネシアの子どもの絵本に対する認識－桃太郎物語に関

する形成的調査 
第 5 班：テーマは「社会科学用語辞典の改訂」である。辞書の原

稿は出来ているものの、今後、原稿の最終確認を行うため、辞

書の完成はプロジェクト終了後となる。 
なお、研究の進捗確認について、本プロジェクト開始当初は

CJS-UI における研究モニタリングの仕組みがなかったが、2007 年

の初めから各研究者が月例・四半期報告書を提出する仕組みを導

入した。センター幹部による質の評価、コメント記入については、

今後の課題として残されている。 
 

成果 2：研究成果が日本研究センターの外部に効果的に伝達される 
成果達成状況：達成に向け、活動が引き続き継続されている。 

指標 進捗・実績 
1.3 回のセミナーが開催され、合

計 200 名以上が参加する 
 
 
2.CJS-UI の出版物の数 

1． 2008 年 12 月 10、11 日最終成果報告会の準備を行っており、

300 名に招待状を配布予定である。日本国大使館、JICA を含む

本邦関係者、インドネシア大学の教員、学生、インドネシア大

学周辺大学の教員が参加する予定である。 
2．2008 年 10 月まで CJS-UI から紀要の発行など、出版物が出さ

れておらず、最終成果報告会における発表内容を整理して出版

する予定である。CJS-UI 外部では、6 名の CJS-UI の研究者が、

インドネシア日本研究協会（Indonesian Association for Japanese 
Studies: ASJI）の発行する“MANABU”という雑誌に寄稿してい

る。2008 年 2 月に公開された CJS-UI のウェブサイトでは、プ

ロジェクトフェーズ 1 から 3 までに行われた研究テーマがすべ

て掲載されている。 
 
成果 3：日本研究センターの情報インフラが改善される 
成果達成状況：プロジェクト終了時までに達成が期待される。 

指標 進捗・実績 
1． プロジェクト終了前 3 カ月

の図書館入館者数が開始前

3 カ月の入館数より 10％増

加する 

1．図書館利用者数は、以下別表のとおりである。プロジェクト終

了前 3 カ月間（2008 年 10-12 月）の来館者数はまだ把握できて

いないが、最終成果報告会の実施とともに来館者数が増加する

ことが期待される。より広範なユーザーを獲得するためには日
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2． データベース化された図書

の比率 

本研究に関する英語図書を増やすことが課題とされている。 
2．蔵書数は約 12,000 冊であり、本プロジェクトでは 195 冊の図

書を供与した。「スナヤンシステム」と呼ばれる図書データベ

ースは開発中であり、英語の図書の 50％はデータベース化され

ていて、日本語図書についても作業が進められている。 
 

表：センター図書館の利用者数と貸出図書数の推移（2008 年 9 月現在） 
 2005 2006 2007  2008* 
利用者数 2,222 2,066 2,682 1,108

日本語 187 157 147 84

英語／インドネシア語 291 372 363 90貸出図書数 
合計 478 529 510 174

                    
成果 4：日本研究者と日本研究機関のネットワークが強化される 
成果達成状況：プロジェクト終了時までに達成が期待される。 

指標 進捗・実績 
1．プロジェクト終了 3 カ月

前のセンターへの日本研

究関係の来訪者数が、開始

前の来訪者より 10％増加

する 
 
2．他組織との連携活動・イ

ベントの数、実績の内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3．パートナーとの合意書の

リスト 

1. CJS-UI への来訪者数は、2006 年には 4,203 名であったが、2007 年

は 5,863 名、2008 年は 10 月現在で 4,561 名である。2008 年 12 月に

実施される最終成果報告会の参加者、来訪者数を勘案すると、左記

指標は達成されることが予想される。 
 
 
2. 
・CJS-UI はアジアフォーラム（ASIA FORUM）を 2006-2007 年に 6

回開催し、研究者、政府関係者、各セミナーにて約 70 名が参加し

た。ほかにオープンレクチャー（OPEN LECTURE）と呼ばれる講

演会を 2 回開催し、300 名弱の研究者や学生が参加した。CJS-UI
は UI とジャカルタ周辺にある 8 つの大学の日本研究科の学生の連

絡先リストを保持しており、イベントの際には電子メールなどで

340 名ほどに連絡を行うことが可能である。 
・本邦大学との連携活動について、CJS-UI は立命館アジア太平洋大

学と 2008 年 6 月にセミナーを共催し、275 名が参加した。 
・他大学の日本研究センターとの連携活動については、ガジャマダ大

学において 2008 年 11 月 25 日、日本研究に関するセミナーが実施

（調査時は予定）され、本フェーズにて研究班第 3 班の研究員とし

て参加したガジャマダ大学の教員、日本人専門家が発表を行った。

セミナーでは UGM の若い学生が多数出席した。 
・CJS-UI は図書について日本の財団へ寄贈の要請を行っており、日

本の保険会社の基金から図書寄贈がなされた。また、日本の財団の

一つが視聴機器の寄贈を予定している。  
 
3. 
・インドネシア大学と東京大学との間で CJS-UI が窓口となる形で学

術交流協定を締結している。 
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・ガジャマダ大学より参加した研究員は本邦研修にも参加し、ガジャ

マダ大学と愛知県立大学との学術交流協定の締結準備に貢献した

（2009 年１月現在、未締結）。 
・立命館大学は本プロジェクトの協力にて関係が構築され、現在はイ

ンドネシア大学から修士課程の学生を一定数受け入れている。 
 
成果 5：日本研究センターの財務能力が向上する 
成果達成状況：成果は概ね達成されつつある。 

指標 進捗・実績 
1．1 件以上の新たな財源が確

保される 
2．外部組織から得た契約数、

契約金額 

1.2． 
 CJS-UI の歳入額は 2006 年 876.0 百万ルピア、2007 年 1,433.3 百万

ルピア、2008 年（7 月現在）926.2 百万ルピアと増加傾向にある。大

学からの予算配分は毎年 150 百万ルピアで推移しており、用途は施設

修理、オフィス機器、スタッフのサラリーなどである。CJS-UI の主

要財源である施設使用料の対象は大ホール、大会議室、小会議室、セ

ミナー室、展示室、学習室（2 室）、ゲストハウス（18 室）である。

インドネシア大学の学生数の増加に伴い会議室利用への需要が高ま

っている。 
また、トヨタ現地法人の新入社員 8 名への日本語研修、インドネシ

ア大学人文学部と協力した日本へ派遣される看護師の研修（26 名）

を実施したことによるサービス収入があった。独立行政法人・日本学

生支援機構が年 2 回開催する日本留学試験の委託料、敷地内での映画

ロケ使用料などの収入を得ている。また、インドネシア大学から 1
つの研究事業「ジャカルタおよびその近郊での日本研究のメタ分析」

について研究資金の配分を受けた。 
参考：CJS-UI の支出 
 支出額の約 65%が職員の人件費、研究謝金であり、35%が光熱費

などの施設維持費である。CJS-UI は現在事務職員、庭師、守衛、ド

ライバーなど 33 名の職員を雇用しており、比較的大きな規模である

施設の維持管理のための負担が大きく、必要経費の不足の結果、施設

の維持管理は日常的な清掃や小規模な修繕に限定されている。 
 本プロジェクトでは当初から JICA と CJS-UI 間のコストシェアリ

ングの仕組みが導入され、CJS-UI はフィールド調査などの研究コス

ト負担を行うことになった。しかし、このような財政事情の中で、

CJS-UI が月平均約 2,300 万ルピア（約 17 万円）の研究費負担額を捻

出するのは困難な状況にあった。 

 
表：過去 3 年間の歳入推定額（*2008 年 7 月まで） 

歳入項目 2005 2006 2007 2008* 
大学からの配分予算 150.0 150.0 150.0 150.0
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施設使用料 345.3 540.5 683.0 604.6
事業収入 16.0 185.5 600.3 171.6
合計 680.8 876.0 1,433.3 926.2
                                (単位：100 万ルピア) 

２－３ 目標の達成度 
プロジェクト目標に対する指標と現状の進捗状況は以下のとおり。 
プロジェクト目標：日本研究センターが確立された研究機関として自立発展性を確保する 

プロジェクト目標達成状況：プロジェクト終了時点では目標は達成されることが予想される。 

指標 進捗・実績 

1. プロジェクト終了時点で 5 名以

上の学位（修士または博士）を

持つ日本研究者が日本研究セン

ターで研究者として配置される 
2. CJS-UI を通じて研究を行った

研究者の数、従事した期間 

1．2． 
 CJS-UI には所長と副所長を含む 5 名が修士もしくは博士

号を有している。ただし、CJS-UI では、専任の研究者を配

置することは困難であるため、5 名はすべて兼任の研究者で

ある。本プロジェクトではフェーズ 1 から日本研究者の学

位取得をサポートしている。2000 年以降だけでも日本研究

センターに所属していた 10名の研究者が日本の大学に学位

取得のために送られ、3 名が既に帰国済みでインドネシア大

学に在籍している。現在、3 名が日本の大学で博士課程に在

籍中である。学位取得後、帰国した研究者が CJS-UI の研究

員として研究を継続することが期待される。このような研

究者が継続して活動できるよう、CJS-UI が主催する定セミ

ナー、シンポジウムの実施、紀要の発行などが必要とされ

る。 

 本プロジェクト期間中は 20名の研究者が研究班のメンバ

ーとして研究を行った。 

 
なお、PDM で示された指標は代表的なものであり、指標の達成度だけでプロジェクトの有効性を

測るものではない。評価調査では、PDM に示されていない取り組みや実績も勘案して、総合的に有

効性を評価した。 
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第３章 プロジェクトの評価結果 

３－１ 評価５項目に基づく評価結果 
（１）妥当性 
以下の理由から、比較的高い妥当性が考えられる。 
CJS-UI はインドネシアの持続可能な発展への学術面からの貢献、ならびにインドネシアと日本と

の相互理解の促進を目的に設立された組織である。フェーズ 2 終了時には、財務的・組織的な観点か

ら、日本研究センターの自立発展性の確保について協力が必要であると考える日本側、インドネシア

側の認識が一致し、フェーズ 3 のプロジェクト実施が決定された。 
インドネシアには 12 カ所の日本研究センターがあるが、ガジャマダ大学の日本研究センターを除

くと、「日本語」研究中心のセンターが多数を占めている。CJS-UI への支援を通し、インドネシアに

おける日本研究を普及・促進させるアプローチは妥当である。 

 
（２）有効性 
以下の理由から、中程度の有効性が考えられる。 
プロジェクト終了までに 5 つの成果が達成される見込みは高く、成果の発現を通じて、プロジェク

ト目標の「CJS-UI が確立された研究機関として自立発展性を確保する」ことは、プロジェクト終了

時には達成されると判断される。自立発展性とプロジェクト目標の達成度をさらに高めるためには、

CJS-UI の運営面、組織面に課題も残されているおり、課題を解消に向けた対応の一つとして、CJS-UI
における 3 年の中期研究計画（研究テーマ、研究員の配置・担当、研究資金獲得など））と各年の活

動計画の早期策定が必要と考えられる。 

 
（３）効率性 
以下の理由から、中程度の効率性が考えられる。 
日本人専門家の派遣と、本邦研修は研究班 5 班の研究の進捗に応じて実施されてきた。機材（学術

書）も計画どおり調達されている。こうしたプロジェクトの投入の結果として、5 つの成果は概ね達

成される見込みが高い。 
これらの投入の効率性を高めた要因として 2 点考えられる。一つに、日本人専門家の多くがフェー

ズ 1、フェーズ 2 のプロジェクトから参加しており、協力体制が構築されていることによって、専門

家の派遣、本邦研修の企画・実施が効率的になされ、研究活動の進捗を促した。もう一つに、2008
年 1 月から開始された月例会議が挙げられる。CJS-UI 所長、副所長、研究課長、所長秘書、日本人

専門家、JICA インドネシア事務所所員が参加し、研究進捗やプロジェクトが抱える課題解消に向け

て議論を行ってきたことである。 
CJS-UI の財政面について、本プロジェクトから導入されたコストシェアリングに関しては、イン

ドネシア国内での研究費・調査費は CJS-UI が負担することになったが、大学への研究予算申請が不

調に終わり、研究員に対して現地調査への十分な予算配分がなされなかったケースがあった。       
CJS-UI の人員体制の面では、2007 年 10 月以降、2 名の副所長職のうち 1 名の欠員が続いてきたこ

と、また、事務部門の担当者の役割が不明確であったことは、本邦研修手続き、専門家派遣手続きの

遅延など、プロジェクト活動に少なからず影響を及ぼした。 
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（４）インパクト 
以下の理由から、プロジェクト終了後には一定のインパクトが期待される。 
CJS-UI はインドネシアにおける社会科学分野での日本研究の中心である。今後も研究成果を幅広

く普及させていくことができれば、上位目標である「CJS-UI とその研究者が、インドネシアにおけ

る日本への視点や日本に関するイシューについて世論形成に重要な役割を果たす」ことにつながるも

のと推察される。本プロジェクトにおいては、2008 年 10 月現在、5 つの研究班は研究成果のまとめ

の段階にある。2008 年 12 月の研究成果報告会（公開シンポジウム）で発表される研究成果はインド

ネシアの国家開発計画庁や工業省、農業省などの政策や日本とインドネシアの相互理解を促進し、世

論にも影響を与える可能性がある。特に、以下 4 つの研究は政策や世論に影響を与える可能性が高い。 
・日系企業の人的資源管理-自動車産業の事例 
・中小企業振興における中央政府と地方政府の役割（日本とインドネシアのハンディクラフト産業

の比較研究） 
・1950 年から 1990 年の日本･インドネシアの農業協同組合の役割と米作政策の比較 
・インドネシアの民主化に対する国際援助の比較 
また、第 5 班が制作した「日-イ社会科学用語辞典」については、これまでインドネシア語で書か

れた同種の辞典が存在していないことから、出版後にはインドネシアにおける日本研究者や学生の研

究活動が一層促進されることが期待される。 
 

（５）自立発展性 
以下の財政面、組織面、技術（学術）面の観点の理由から、全体として中程度からやや低い自立発 

展性を有すると考えられる。 
① 財政面 
インドネシア大学の法人化が現在進められており、研究機関である CJS-UI が活動を継続するた

めには、センターが独自に運営資金や研究資金を獲得することが必要となる。CJS-UI はプロジェ

クト期間中も活動資金の獲得のため、外部からの研修委託やセンターの施設の貸し出しなどを行い、

2007 年度の歳入を増加させた。また、インドネシア大学の研究事業「ジャカルタおよびその近郊

での日本研究のメタ分析」を実施し、大学から研究資金を獲得している。しかしながら、CJS-UI
の現在の予算では研究員が研究活動を続けていくには十分ではない。これまで CJS-UI はインドネ

シア国内での研究費用を充実させるために高等教育総局（Directorate General of Higher Education: 
DGHE）からの研究資金の獲得に努めたが実現には至っていない。 
プロジェクト終了後も研究員が研究を継続していくには、CJS-UI の組織・個人を問わず、イン

ドネシア大学内部、また DGHE、企業、自治体などの外部から研究資金を獲得することが必要であ

る。なお、インドネシア政府は教育予算を 2009 年に増額することを決定しており、教育予算が各

大学にも分配されることが期待される。「研究能力の強化」を大学の方針としているインドネシア

大学は、2009 年度は 1 件当たり 1 億ルピア（約 80 万円）、合計 80 億ルピア（約 6300 万円）の研

究予算増額が見込まれている。CJS-UI が適切な研究プロポーザルを用意し、プロジェクトの実施

により向上した研究能力を発揮することができれば、研究資金を入手する可能性が高いと考えられ

る。さらに、研究プロポーザルの提出、研究資金の獲得に関しては、インドネシア大学の研究・コ

ミュニティーサービス部（Directorate of Research and Community Services）を活用し、助言を得るこ

とも可能である。 
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② 組織面 

CJS-UI には専任の事務担当者が配属されておらず、CJS-UI の運営事務は大学から任命された教

員によって行われているため、当該教員が授業やゼミなどと兼業する形で CJS-UI の活動に従事し

てきた。各構成員の負担は大きく、活動に十分な時間と労力を割けない可能性があるため、CJS-UI
の人員体制については改善が求められる。また、日本研究を行う者が CJS-UI に積極的に関与でき

るよう、インドネシア大学において日本研究の研究者のキャリアパスが整備されることが望まれる。

さらに、有効性の項で示しているとおり、組織の自立発展に向けて 3 年の中期研究計画と各年の活

動計画の早期策定が求められる。 
 
③ 技術（学術）面 

CJS-UI の研究能力はプロジェクト活動を通じて向上し、本プロジェクトを通じて研究活動の基

盤は構築されたものと考えられる。本プロジェクトにより、各研究者は研究計画に沿って研究を行

なう経験を積み、研究成果は 2008 年 12 月の研究成果報告会（公開シンポジウム）で発表された。

研究成果は今後関係者に広く共有される予定である。 
研究活動に関しては二つの課題が残された。一つは、研究成果を社会に還元する能力の向上であ

る。現在 CJS-UI では、日本研究に関するセミナーを主催するなどの活動はなされておらず、過去

には発行されていたセンターの紀要の発行が停止された状態であるため、定期的に活動を行う必要

がある。二つ目は、研究員が研究プロポーザルを書く能力を向上させることである。研究者が質の

高いプロポーザルを提出し研究資金を獲得することで、研究活動を継続することが求められる。 

 
３－２ 結論 
終了時評価調査団は、プロジェクト目標と5つの成果は概ね達成されており、プロジェクト終了時

までに達成されることが見込まれると評価した。 
インドネシア大学幹部もCJS-UIの有用性と意義を認めており、プロジェクト終了後もCJS-UIを学部

所属ではなく、大学学長府直属の独立した研究機関として支援し、活用していくことを明確にしてい

る。 
CJS-UIの自立発展性をさらに高めるためには、以下の課題につき、継続的な努力が必要であると考

えられる。 
・ 質の高い研究者による継続的な研究、研究成果の社会還元。 
・ 学会参加、国内外への研究論文の投稿、研究資金の獲得など、研究者の活動の活性化に向けた

専属の人員（事務担当者と研究者）体制の確保。 
・ 研究資金の獲得を通じた財政基盤の強化。 
なお、技術協力は現行協力期間内にて終了するが、フェーズ1、フェーズ2を含め、本プロジェクト

にて育成された日本研究者をインドネシアにおける知日派人材として日本政府関係機関が把握し、ネ

ットワークを維持していくことは重要である。また、プロジェクト活動によって構築された日本国内

の大学との関係を通じて、CJS-UIの日本研究とのつながりが継続されることが期待される。 
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第４章 提言と教訓 

４－１ 提言 
CJS-UI に対して、組織・制度、人員体制、研究資金、研究成果の社会還元、図書館の改善に関し

て以下のとおり提言する。 
（１）組織・制度 
・3 年程度の中期研究計画（研究テーマ、研究員の配置・担当、研究資金獲得など））と年間活動

計画をプロジェクトが終了するまでに策定し、センターの効率的運営を目的とした毎月の定期会議

を行うこと。 
・フェーズ 1、フェーズ 2 を含め、プロジェクトに関与した研究者による研究活動や成果（発表論

文など）を継続的に収集すること。 
 

（２）人員体制 
・事務業務を兼務しない形で専属の研究員が配置され、非常勤ベースでの客員研究 

員がセンターの研究活動に参加すること。 

 

（３）研究資金の獲得 
・研究資金獲得に向けたプロポーザルを提出できるよう、研究者のプロポーザル作成能力を強 
化し、インドネシア大学幹部、学内関連機関もこれを支援すること。 
 

（４）研究成果の社会還元 
・年に 1 回、外部公開される学術的なセミナーを実施し、セミナーにおける発表・報告を含める形

で、センターの紀要を定期的に刊行し、企業、財団、政府機関、他大学の外部関係者にも共有で

きる形にすること。 
・プロジェクト終了後も、フェーズ 1、フェーズ 2、本プロジェクトに関与した研究者の研究 
活動を把握し、研究者が継続的に CJS-UI の客員研究員や OB として投稿できるようなシ 
ステムを整備すること。 
 

（５）図書館の改善 
・日本研究の知の基盤として、専属の司書の配置やデータベースの確立などを通じ、図書館の体制

を引き続き改善すること。また、センターに所属した研究員の研究成果が図書館に保管され、閲覧

ができるようにすること。 
 
４－２ 教訓 
 本プロジェクトから得られた教訓は以下のとおり。 
（１）プロジェクトの管理体制 

教育のように達成された成果が明示されにくい分野では、プロジェクトにて設定している成果    

目標について、日本側（JICA、日本人専門家）、インドネシア側（CJS-UI 幹部、事務局員、研究員）

の責任者や担当者、その役割をプロジェクト当初により明確にする必要がある。 
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また、本プロジェクトでは長期･短期専門家とも日本の大学に所属する研究者により構成されたが、

今後高等教育分野で協力を実施する際には、プロジェクト関係者の意図を調整し、計画・方針・進捗

を共有し、技術協力の実施を円滑にするために、JICA の技術協力に関するプロジェクトマネジメン

トの経験が豊富な人材を業務調整担当の長期専門家として派遣することも検討する必要がある。 
 
（２）研究に関する自立発展性を高めるための活動 
 プロジェクト終了後の CJS-UI の自立的かつ継続的な研究活動を見据えたうえで、プロジェクト期

間中に CJS-UI における 3 年の中期研究計画（研究テーマ、研究員の配置・担当、研究資金獲得など））

の策定が行われるよう、プロジェクトデザインの段階で PDM やプロジェクトの計画に研究計画策定

支援に関する活動を予め組み込む必要があった。また、センターの研究資金獲得の能力を向上させる

ことを目的として、研究員に対する研究プロポーザルの作成手法についても、短期・長期専門家の指

導が計画的になされるよう、プロジェクトの活動計画の一部として加える必要があった。 
 
（３）若手研究者の育成方針･計画に沿ったプロジェクトの実施 
研究機関に対して長期間にわたり協力を行う場合には、中心的役割を担う研究者が留学や学内の異

動により協力期間中に変更する可能性が高いため、その後任の養成と確保を常に検討するべきである。

若手研究者の人材育成を目的として派遣される本邦への長期研修については、センターにおける中期

研究計画（研究テーマ、研究員の配置・担当、研究資金獲得など））に基づき、若手研究者の派遣中

のセンター人員体制、帰国後の研究員の配置計画も検討された後に、派遣がなされる必要がある。 
 
（４）センターの運営面の自立発展 

運営面の自立発展に関して支援を行う場合には、組織の人員体制や制度への介入が必要となる。

プロジェクト計画段階に実施機関が日本側の支援を受け入れる準備と環境があるかについて、人員体

制の確保（専任・兼任）、C/P の権限と責任、外部要因などの確認、学内における位置づけを確認・

協議したうえで、協力を実施することが必要である。 
 

（５）センターの活用 
在日本国大使館をはじめとして、オールジャパン（ALL Japan）として CJS-UI に対する長期間にわ

たる協力の成果を活用するために、日本政府としてセンターをどのように活用させていくか構想を持

つことが求められる。日本とインドネシアの相互理解と相互発展に向けて、本プロジェトにて輩出さ

れた社会科学系の人材を活用することは有益と考えられる。インドネシアにおける日本人関係者、イ

ンドネシアの日本研究者を巻き込む形で、フォーマル・インフォーマルな会合をセンターが開催し、

それぞれが有するリソースやネットワーク情報の共有、連携可能な活動について日本政府関係機関が

側面支援を行っていくことが求められる。センターは組織全体として、公開セミナーの定期的実施、

紀要の継続的発行なども含め研究成果を外部に発信することが求められる。 

 

（６）本邦大学教員とのネットワーク 
本プロジェクトにおいて短期専門家として派遣された本邦協力大学の教員の多くは、フェーズ 1

から本フェーズの終了に至るまで継続的に協力している。本フェーズにおいても、本邦協力大学の教
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員の多くが数次にわたりインドネシアに渡航し C/P の研究員の指導を行い、本邦研修の受け入れを行

った。このような研究者間の長期間にわたる交流・協力が、本プロジェクトの共同研究実施の効率性

や効果を高めた要因といえる。  
こうして培われた本邦大学教員と CJS-UI に所属したインドネシア研究者のネットワークの一部は、

学術交流協定の締結など、大学間の連携に発展しているものもある。このようにネットワークは、個

人間の関係のみに帰属されるものではなく、センターが組織的に関係を維持し、安定して発展させら

れるように留意しながら協力を進めていく必要があると考えられる。  
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2. Asia Forum (Discussions)
3. Symposia
4. Book Launching
5. Japanese Language and Culture 

Training
6. EJU Promotion 

Cultural Network
1. Film Discussion
2. Student Cultural Fair
3. Cultural Demonstration

PSJ-UI Facilities
1. On-line Library System (link to web-

site)
2. Guest House, Auditorium, 

Classroom Performance Upgrade
3. Hotspot  &  NHK



－ 66 －

6

11

Researchers:
Researchers under JICA-UI Research Project
UI Japanese Studies Researcher Network (cooperation with ASJI)
UI Researcher studied in Japan (UI network)
Other Indonesian Japanese Studies Researcher Network

Researcher working at PSJ-UI at present (RMS/NDY/EMK)

12

EXECUTIVE
DIRECTOR

VICE DIRECTOR

Head of General
Affairs & Human
Resource Dept.

Head of Finance
Department

Head of Research
Management Department

Head of Event
Management Dept. 

Head of Marketing
& Public Relation Dept.

Coordinator of
Property& 

infrastructure

Coordinator of Household 
Affairs & Human Resource

Finance Staff Head of
Library

Research Adm.
Staff

Coordinator of
Security

Staff

Security

Marketing & Public
Relation staff

Event Management
Staff

Board of 
Advisory

Planning and Development Council

Library Staff
Coordinator of

Property Marketing

Disahkan pada tanggal 17 Juni 2008
Dengan SK Direktur PSJ UI
No : 699a/DE/INT/PSJUI/VI/2008

PSJ-UI STRUCTURE     Latest  Up date June 17, 2008
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7

13

Fixed Annual Calendar  & 
Good Quality Communication

General Affairs 
&

Human Resource
Finance Research

Management
Event

Management

Marketing
&

Public Relation

14

3-4 Comment on Networking

Good Quality Communication among managements
Research Center Promoted by Research Outputs 
in the future: PSJ annual Symposium by PSJ-JICA Researcher
Japanese Studies Network System built by Japanese Academic & 
Cultural Events Provided by PSJ-UI 
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8

15

4-1 Financial Capability

Financial Support
1. Property Source
2. Training and Event

Non Financial Support
1. JICA (infrastructure, equipment, books)
2. Daidoo Seimei Foundation (Books)
3. Toshiba (Audio Visual Room)

16

4-2 Comment

Self financing
From 2009 Research Funds : UI, DGHE, Japanese Side Research 
Funds
Network with donating Foundations (financial & non financial)
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9

17

Project Purpose 
Completion

secure sustainability as a 
research center?

Japanese Studies Network Building ?
(data base)

18

Future Goals
PSJ-UI  goals = UI goals

UI VISION:
University of Indonesia as a research university that acknowledged as 

Centre of Excellence for science, technology and culture 
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ASEAN (189 km2) (2 2 ) 1 8
6 1

7% 87.1%
8.8% 2.0%

500 600
1966 32 98 99

2001
2004 7

10 6 ( 5 )
1997 7 ASEAN

98 GDP 13.13%
IMF 1999 GDP

0.79%(99 ) 4.92 (2000 ) 3.45 (01 ) 3.69 (02 ) 4.5 (03 )
2003 12 IMF IMF

1

2003 (21 ) (13%) (8%)
(16%) (12%) (11%)

2

GDP (2003) 2,433
GDP (2003) 1,130

GDP  (2003) :30.6% :15.0% :10.8%
 (2003) :46.3% :18.6% :12.0%

 (2003) :67.0% :22.4% :6.5% :4.1%
 (2003) :26.3% :23.5% :16.3% 

( ) [http://www.jcif.or.jp/world/001.pdf](2005/9/12)

                                                 
1 :
[http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/indonesia/kankei.html] (2005/9/12) 
2

[http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/indonesia/data.html](2005/9/12).
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４．プロジェクト実施の背景
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1990
2000

70 40 2
Ministry of National Education

2001
- 2003 9

- 2000 2003

-
( ) ( ) ( )

4-6 1,985 16.3 16.3
7-12 29,092 114.2 94.6

13-15 9,586 73.9 59.8
16-18 6,175 48.6 39.4
19-22 4,001 23.9 --

Educational Statistics in Brief in Indonesia 2003/2004 

- (%) 
2000 2001 2002 2003

18.9 13.6 14.9 16.3
112.8 113.5 113.8 114.2 
73.0 73.0 74.1 73.9
40.4 42.5 46.8 48.6
21.0 17.4 19.3 23.9

Educational Statistics in Brief in Indonesia 2003/2004 

-
2001

4 3 1 12 2000 4 12

-
1998 1999 2000 2001 2002 2003

a 147,220 198,902 197,030 258,84 344,008 373,400
b 7,651 14,701 11,166 12,179 11,402 16,565

(b/a)(%) 5.2 7.3 5.6 4.7 3.31 4.4
Educational Statistics in Brief in Indonesia 2003/2004
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2003/2004 12 125
56% 35

49 73% 3

(Universitas) (Institut), (Sekolah Tinggi)
(Akademi) (Politeknik) ,

2003 396 50 1080 773 129
250 23 74 24 7 379 1

Ministry of National Education, MONE (Ministry of 
Religious Affairs, MORA) (Directorate
General of Higher Education, DGHE)

GDP 
per capita  ( - ) 2003 44

( - )

-  Public expenditure in higher education and enrolment for selected Asian countries 

Public expenditure per student / 
GDP per capita (%) 

Gross enrolment ratio 
(GER)

1980 1997 1985 2002
China 246.2 65.3 2.9 13.2(2001)
India 83.3 92.5 6.0 6.5(1995)
Indonesia 25(1985) 12.3 8.5 12.8
Thailand 59.7 25.4 18.1 31.92      
Malaysia 140.6 53.6 5.8 28.26      
Philippines 13.7 14.8 n/a 29.45(1999)
Vietnam n/a 86.1 2.3 9.66(2000)

Higher Education Long Term Strategy 2003-2010, Ministry of National Education, 
Republic of Indonesia  

                                                 
3 Education Statistics in Brief in Indonesia 2003/2004, Ministry of national Education 2005 
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-
2001 2002 2003

a 12.1 11.4 16.5
b 3.6 3.5 4.4

(b/a)(%) 30.7 30.7 26.7
Educational Statistics in Brief in Indonesia 2003/2004

2000
4

2010

2004 2009

1980 1990
-

4

- ( )

Donor 1980-1984 1985-1989 1990-1994 1995-1999 2000-2002 Grand Total

BILATERAL 32,204.44 75,389.70 128,547.38 15,000.00 251,141.52

OECF/JBIC 21,538.46 61,818.73 238,809.42 120,695.65 442,862.27

ADB 126,307.70 73,350.00 222,500.00 81,150.00 180,000.00 683,307.70

World Bank 195,526.70 352,300.00 234,812.10 149,855.00 932,493.80

Grand Total 375,577.30 562,858.43 824,668.90 366,700.65 180,000.00 2,309,805.29

JBIC Sector Study for Higher Education in The Republic of Indonesia, March 2003

                                                 
4 JBIC Sector Study for Higher Education in The Republic of Indonesia, March 2003 
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-

Country Civil Work Equipment Expert Fellowship Research Others Grand Total

Australia 13,171,830 8,253,934 21,136,586 13,918,905 560,939 57,042,193

Belgium 5,012,700 44,263 5,056,963

Canada 57,297,218 126,865 57,424,084

Germany 5,329,253 1,890,440 7,219,693

Holland 4,570,873 15,770,646 897,778 780,556 22,019,852

Japan 53,141,739 43,776,224 6,000,000 13,673,565 3,940,127 120,531,655

Swiss 769,000 396,000 1,684,700 2,849,700

UK 8,696 1,660,000 405,165 2,073,861

UNDP 1,521,739 5,221,150 6,742,889

USA 10,959,000 657,000 90,000 6,570,270 1,236,000 19,512,270

Grand 
Total 

79,563,308 68,004,680 27,226,586 117,731,157 6,605,935 1,341,494 300,473,159

JBIC Sector Study for Higher Education in The Republic of Indonesia, March 2003

1980 2002 2 ( )

(57 ) 2 16

-
2005 3 17 18

2005
57

17 10 ( )
( ) EduFrance

400
1976

A&M

5

                                                 
5 USINDO, Joint Statement of Participants, 2005 Indonesia-USA Bilateral Forum, International Partnerships in 
Higher Education: Future Directions,  
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(Emergency University) 1950

38000 12

10 (320ha)

6

2000 4

21
12 14

80 20 2004
85 ( 1 )

CJS

BAPPENAS

ASJI 1990

2001
3 2004

163 MANABU’
2005

                                                 
6 UNIVERSITAS INDONESIA 2005
http://www.usindo.org/Briefs/2005/Education%20Conference%20-%20March%2005.htm(2005/09/09)
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Bachtiar CJS-UI

1993 5
1984 2

1960 2
700

5

1990 2003 7 54 1996
5

CJS-UI

7

CJS-UI

1995
(220 )

(24 )

8

1997
JICA 12 12

Journal Nippon

1995

                                                 
7 2 Bachtiar
8 The Center for Japanese Studies, Company Profile
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JICA 3
-

- JICA
1997 4

2000 4
2001 1

2004 1
2004 4

2005 3

2

Leading
Organization

4
2
6

7
3
5

2
JICA 7 1

6 1 5 CJS

CJS-UI 39
15 2 6 5

1 JICA
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Vice Director of 
Administration and Finance

Vice Director of 
Development and 

Head of 
General Affairs Division 

Head of 
Financial Division 

Head of 
Research Management 

Chief of 
General Affairs Section

Chief of 
Financial Section

Chief of 
Research Section

Chief of Public 
Relation Event 

Organizer Section

Coordinator 
 of Property 

Coordinator 
of Library Coordinator of 

Publications

Director

Coordinator of 
Administration 

Coordinator 
of Technical 
Computer

Organization Chart of CJS-UI 

Bachtiar

8
CJS-UI

CSJ-UI JICA DIP

DIP
2003 DIP 3.1
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- CSJ UI DIP
2003 2004 2005 (7 )

317,067 253,407 206,801 
DIP 124,600 124,712 2,925 

441,667 378,119 209,726 
CJS-UI

2005 2005 CJS-UI
DIP

2004 -
- 2005

10 JAPAN 
EXPO 2005

4

- CJS-UI 2004

557,003,699 
124,712,058 
12,884,491 
30,000,000 

135,000,000 
253,407,150 

556,208,581 
337,662,000 
176,912,364 
41,634,216 

    795,118 

1 2 CJS-UI
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JICA 7 1
CJS-UI

CJS-UI

CJS-UI

JICA CJS UI

CJS-UI

CJS UI
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CJS-UI

1 2

4 (
)

CJS-UI

2 2001 7 JICA
1 CJS-UI

6 CJS-UI

3

CJS-UI

KWJ
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7

GDHE

MONE

DGHE 

JICA     

Indonesia 

Joint

Coordinating  

Committee(JCC) 

Univ. of Indonesia 

Center for 

Japanese Studies 

Project Activities

Related 

Organizations 

(BAPPENAS, etc) 

 Structure of Project

 76



－ 83 －

-

1

2

3

 77



－ 84 －

4

5

 78






	表紙
	大扉
	序文
	地図
	写真
	略語表
	終了時評価調査結果要約表
	Summary of Final Evaluation Report
	目次
	第１章　調査団の概要
	１－１ 調査団派遣の経緯と目的
	１－２ 調査団構成・行程・主要面談者
	１－３ プロジェクトの概要
	１－４ 終了時評価の方法

	第２章　プロジェクトの実績
	２－１ プロジェクトの投入実績
	２－２ 成果の達成度
	２－３ 目標の達成度

	第３章　プロジェクトの評価結果
	３－１ 評価５項目に基づく評価結果
	３－２ 結論

	第４章　提言と教訓
	４－１ 提言
	４－２ 教訓

	付属資料
	１．ミニッツ
	２．プロジェクト事前評価表
	３．2008年10月14日合同評価委員会　CJS-UI側発表資料
	４．プロジェクト実施の背景（インドネシア大学日本研究センタープロジェクトフェーズ3実施協議報告書より部分抜粋）



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




